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第 1 章  序論  

 本研究は、メンタルヘルス不調 により休職した労働者の職場復帰支援

において、職場復帰のセルフエフィカシーによる測定方法の開発と有用

性の検討を行い、職場復帰支援における有効な介入方法について検討を

行ったものである。  

 

第 2 章  研究背景  

 メンタルヘルス不調による休職者は増加しており、 9 割近くの企業に

おいて従業員の心の病の改善が見られていない (メンタル・ヘルス研究所 ,  

2012 )。精神疾患に 対する労働災害補償 費の支給も増加して おり (厚生労

働省 ,  2016 )、 休職 者 の職 場 復 帰支 援 の 早 急な 対 策 が必 要 と さ れて い る 。 

 これまでにも 休職や職場復帰の要因 に関する 研究が行われてきた。労

働者のメンタルヘルスの不調 や、職場復帰、職場復帰後適応に関わる 要

因として、個人的背景要因には、年齢、性別、婚姻状況、同居者の有無、

職位等が挙げられ ている。疾病に関する 要因には、罹病期間や休職期間

等が挙げられている。仕事 や職場の要因には 、配置転換や 昇進、職場の

人間関係、仕事の量・質、健康管理スタッフの 存在等の関連が示されて

いる。休職者本人の要因 には、認知の歪み、対人関係、社会適応状態、

復職意欲等が指摘されてい る。休職者の職場復帰 には多面的な要因が関

わっている。  

 職場復帰の評価として、従来では主治医による復職可能診断書により

職場復帰の判断がなされてきたが、再休職事例が多く 復職後の適応が問

題となっている。「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の

手引き」 (厚生労働省 , 2004)によって 職場復帰の指針が示されたが、職

場復帰の判断基準は個々のケースに委ねられて おり、職場復帰の評価基

準が必要とされている。精神科主治医による評価尺度 (岡崎・西田・伊東 , 

2006)、 精 神 科 デ イ ケ ア で の 職 場 復 帰 支 援 に お け る 評 価 (秋 山 他 , 2007; 

富永・ 秋山・三木 , 2010)、職場関係者と休職者の双方による評価 (原口・

清水・山内・伊豫 , 2009)、休職者本人による評価 (田上他 , 2012)がこれ

までにも作成されてきたが、評価項目や構成概念は一様ではない。海外

における職場復帰支援の研究は少ないが、近年 オランダ では職場復帰支

援のガイドラインが作成され、復職支援プログラムが展開されつつある。

その様な中で、 職場復帰の評価においてセルフエフィカシーによる自己

評 価 が 妥 当 で あ る と い う 見 解 も 示 さ れ て い る (Lagerve ld ,  B lonk ,  & 
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Brenninkmei jer,  2010)。この研究では、大規模な調査が行われ、セルフ

エフィカシーによる評価が 部分復職、完全復職の予測性を持つことも 確

認されている。職場復帰のセルフエフィカシーを評価することで、職場

復帰に向けた準備状態や職場復帰可能の判断 がしやすくなると考えられ

る。  

 職場復帰支援プログラムは、精神科デイケア (北川他 , 2009)やストレ

ス病棟等の医療機関 (松原・黒田・小林 ,  2013 )、事業場 の健康管理室 (難

波 ,  2012 )、 E mployee  Ass is tance  Program 等の事業場外機関 (吉村・長

見 ,  2010 )、地域職業センター (加賀 ,  2013)等で実施されている。 実施プ

ログラムは、 自己管理や症状管理、認知行動療法等の心理療法、グルー

プワークなど、実施機関により様々 である。職場復帰支援プログラムを

標準 化 す る動 き があ る (秋 山 ,  2010 )一方 、症 状 の 軽症 化 や非 定型 化 に よ

り、 休 職 者の 要 因が 強い 事 例 も増 え てい る (川 崎 ,  2013 )。休 職者 自 身 が

課題や問題を把握し、その課題に向けた行動の実行可能性を高める支援

が必要になると考えられる。  

 

第 3 章  研究の目的  

 本研究では職場復帰の課題に特異的なエフィカシーを復職セルフエフ

ィカシー（復職 SE とする）と定義する。そして以下の 3 点を目的とす

る。第一に、復職 SE について構成概念を明らかにし、測定尺度を作成

する。第二に、 休職者、復職者、 健常者における復職 SE の影響プロセ

スの差異を分析し、休職者、復職者への具体的な対応方法を検討する 。

第三に、 復職 SE を高める介入プログラムを作成し、 職場復帰支援にお

ける具体的な支援方法を検討する 。本研究における意義は以下の 3 点で

ある。第一に、職場復帰のセルフエフィ カシーとして職場復帰関連要因

を総合的に捉えることで、多面的、総合 的な職場復帰評価につながる。

第二に、休職者、復職者、健常者の比較により、各就業状態における有

効な対応方法が明確になる。第三に、復職 SE を高める介入研究により、

復職 SE を増加させる要因が明らかとなり、 休職者の状況に合わせた職

場復帰支援の介入 方法が明確になる。  

 

第 4 章  メンタルヘルス不調による 休職 者における 職場復帰 のセルフエ

フィカシーに関する 項目 内容の収集【研 究 1 -1   研究 1-2】  

 研究 1-1 では、 メンタルヘルス不調 による休職者の職場復帰に関 する
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要因について、項目 内容の収集を行った。休職者に対する調査から 623

個の項目内容 が抽出され、カテゴリー分類の結果 41 のサブカテゴリー

と 13 のカテゴリーに分類された。分類されたカテゴリー は、先行研究

で共通して指摘 されている「睡眠」「生活リズム」「健康管理」「体力」と

いった内容に加え、先行研究では構成要素としての一致が見られていな

い「ストレス対処」「業務」「サポート・コミュニケーション」「気力・意

欲」が本研究において１つのカテゴリーとして 認められた。また、「無理

をしない」「柔軟な認知」「客観的な思考」「楽しみ・余 裕」のカテゴリー

は、これまでの先行研究では示されておらず、 本研究において職場復帰

の要因として新たに 認められた。 そして、研究 1-2 において 臨床経験者

へのインタビュー調査から 37 個の項目内容が得られた。休職者に対す

る調査によって抽出された カテゴリー以外に、会社への所属感やストレ

スの早期発見、早期対応についての 項目内容が得られた。これらの調査

で得られた項目 内容から復職 SE 尺度の予備項目が作成された。  

 

第 5 章  復職セルフエフィカシー尺度の 開発【研究 2】  

 研究 2 では、復職 SE 尺度の作成および信頼性・妥当性の検討を行っ

た。研究 1 -1 および研究 1 -2 で収集された項目 内容から、84 項目の復職

SE 尺度が作成され た。探索的因子分析を行い、9 因子が妥当であること

が示された。 9 因子を仮定して因子分析を繰り返し、因子 負荷量の高さ

や内容的な妥当性から項目を選抜し、各因子の項目数を 3 項目にそろえ、

確認的因子分析を行った。最終的に 9 因子 27 項目のモデルを採用した

(GFI= .875 ,  AGFI= .836 ,  CFI= .937 ,  RMSEA=.065 ,   AIC =975.655）。高

い Cronbach のα 係数が得られ復職 SE 尺度の信頼性が確認された。 9

因子の内容について見ると、 先行研究で示されている評価内容と一致し

ている因子は「睡眠・生活」「 症状のコントロール」「作業 の遂行」「スト

レスへの気づき 」「 サポート希求」の 5 因子であり、「出社・通勤」「体

力・余裕」「オーバーペースのコントロール」「柔軟な思考」の 4 因子は

本研究で新たに明らか となった。  

 

第 6 章  復職セルフエフィカシー尺度の 妥当性の検討および 就業状態別

と性別による比較【 研究 3】  

研究 3 では、復職 SE 尺度の妥当性の検討と、就業状態別 と性別 によ

る比較を行っ た。復職 SE 尺度と他の心理的変数の関連を 見ると 、内的
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統制感および外的統制感との相関係数から、復職 SE 尺度は統制感にお

いて弁別されると判断された。精神症状の改善と復職 SE の増加との関

連が示された。また、一般性セルフエフィカシー尺度との関連から、エ

フィカシー尺度としての妥当性が確認された。  

 就業状態別 と性別 の比較の結果、復職 SE 尺度は、休職者、復職者、

健常者の順に高くなっており、復職 SE が高くなることで職場復帰 の可

能性が高まることが 明らかとなった。さらに 以下のことが明らかと なっ

た。①「出社・通勤」は休職者と復職者の得点の差が最も大き く、休職

者において高められる必要性があること、 ②復職者よりも健常者におい

て「睡眠」の得点が低く、長時間労働等の問題が考えられること、③「体

力・余裕」「出社・通 勤」において復職者と健常者の得点差があり、事業

場の管理者側による環境調整の必要性があること、 ④休職者の「柔軟な

思考」の得点 が最も低く、認知行動的介入の必要性があること、 ⑤女性

は男性に比べて「柔軟な思考」の得点が低く対人関係について認知面へ

の介入の必要性があること、 が示された。  

 

第 7 章  復職セルフエフィ カシーの影響 要因の検討【 研究 4】  

 研究 4 では、復職 SE への影響要因および影響プロセスについて、階

層的重回帰分析と構造方程式モデリングを用いた検討を行った。階層的

重回帰分析では、 Step1 から Step 3 に分けて分析を行い、説明力の違い

から各群における影響プロセスの差異を検討した。 その結果、休職者、

復職者ともに復職 SE に直接的な影響を及ぼすのはポジティブコーピン

グと精神症状であり、休職者と復職者ではサポートおよび ネガティブコ

ーピングの影響プロセスが異なっていることが明らかとなった。  

階層的重回帰分析の結果をも とに、復職 SE の影響プロセスのモデル

を作成し、多母集団同時分析により各群の影響プロセスの差異を検 討し

た。まず、対象者全体 では、精神症状よりもポジティブコーピング の方

が復職 SE への影響が大きいことが明らかとなり、職場復帰に向けて問

題解決、相談、気分転換、視点の転換といったポジティブコーピングを

高めることの重要性が示唆された。また、サポートはポジティブコーピ

ングや精神症状 を介して復職 SE に影響しており 、特に、配偶者・家 族 ・

友人や同僚といった身 近な存在からのサポートの重要性が示された。  

次に休職群、復職後 6 ヶ月未満群、復職後 12 ヵ月以上群の 3 群に同

じモデルを適用し、多母集団同時分析を行った。その結果、モデル内の



5 

 

各 パ ス 係 数 に 等 値 制 約 を 課 さ な い モ デ ル が 最 適 で あ る と 考 え ら れ た 。 3

群において差異が現れたのは、コーピングと精神症状に影響するサポー

ト源であった。  

休職者においては、上司サポートはポジティブコーピングを増加させ

精神症状を改善する一方、ネガティブコーピングを増加させることで精

神症状の悪化要因にもなっていた。同僚サポートは精神症状への影響が

3 群の中で最も大きく、休職中も同僚との関係を維持する必要性が示唆

された。配偶者・家族・友人サポートも精神症状への影響が 3 群の中で

最も大きく、家族による 休職者の症状面へのサポート の必要性が 明らか

となった。  

復職後 6 ヵ月未満群では、上司サポートのネガティブコーピングへの

影響が 3 群の中で最も大きく、上司が休職者 の症状について理解し、焦

りやプレッシャーを与えないような働きかけを行うことの必要性が示さ

れた。家族のサポートは、休職中だけでなく復職後にも継続して行うこ

とが必要であり、 休職者のポジティブコーピングを増加させ復職 SE を

より高める働きがあることが示された 。  

復職後 12 ヵ月以上群では 、上司サポートがポジティブ コーピング、

ネガティブコーピングを低減させていた。復 職後１年以上経つことで上

司から休職者への要求が高くなり、接し方 の変化が影響していると考え

られた。精神症状の 復職 SE に対する影響は休職群や復職後 6 ヵ月未満

群に比べて高く、 職場の管理職者は経過観察 を行う必要性があると考え

られた。  

 

第 8 章  復職セルフエフィカシー尺度を 用いた自己評価プロ グラムの効

果検証【研究 5】  

研究 5 では、復職 SE を高めるための介入プログラムを作成し、効果

検証を行った。介入プログラムを「復職 SE-CBT プログラム」と し、通

常の認知行動療法である「 CBT プログラム 」との比較検討を行った。プ

ログラム の内容は、主に認知面への介入を行う CBT①と、行動面、コミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン 面 へ の 介 入 を 行 う C BT ② で 構 成 さ れ て い た 。 復 職

SE-CBT プログラムは、CBT プログラムの内容に加え、プログラムの初

回、中間、最終回において復職 SE 尺度による自己評価と目標設定を行

った。  

 復職 SE -CBT プログラムと CBT プログラムにおいて、介入による復
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職 SE 得点の上昇が見られ、本研究によるプログラムは復職 SE を高め

る一定の効果があったが、復職 SE-CB T プログラムが CB T プログラム

よりも復職 SE を高めるとは言えなかった。  

復職 SE-CBT プログラムについて復職 SE 得点の変化を見ると、 CBT

①では、症状、ストレスに関する下位尺度以外の全ての下位尺度得点が

増加した。 CBT②では、「体力・余裕」「サポート希求」の下位尺度得点

が増加した。  

復職 SE の変化に関連する要因を明らかにするため、復職 SE の変化

量と各適応指標の変化量との相関を求めた。その結果、 CBT①で正の相

関が見られたの は、視点の転換の対処および 内的統制感 と「体力・余裕」、

他者を巻き込んだ情動発散 と「ストレスへの気づき」であった。 気分転

換と「オーバーペースのコントロール 」には負の関連が見られた。また、

回避と抑制のコーピングは「柔軟な思考 」とは負の関連が見られ、「症状

のコントロール 」 とは正の関連が見られた。これらのことから、職場復

帰の初期段階では、 認知の歪みの修正だけでなく体力等の生活面 に対す

る柔軟な捉え方 や 、他者から の情緒的支援によるストレスへの気づきの

促進が重要である と言える 。また、ペースのコントロールについては自

分で行う気分転換では十分とは言えず 、仕事のペース調整や無理な仕事

を断る練習については支援者と 一緒に行うことが必要であると 言える。  

CBT②では、相談のコーピングと「出社・通勤」「作業の遂行」に負の

相関が見られ、情動発散のコーピングと「柔軟な思考」に負の相関が見

られた。復職面談等により職場復帰が現実的になる 時期の不安が影響し

ていることが考えられ、復職面談においては、職場復帰 の不安について

情動発散させるのではなく、休職者の不安の内容について具体的に話し

合う必要性が 示唆された 。  

 プログラムにおいて対象者により設定された目標内容を具体的に見る

と、復職 SE 尺度の自己評価で得点の低かった「柔軟な思考」「サポ ート

希求」に関する目標が多く設定されていた。また、「その他」の目標内容

には女性対象者の目標が含まれており、「仕事と育児のバランス」や「女

性としての振る舞い」等の特徴的 な内容が見られた。女性 の職場復帰に

おいては男性とは異なる 介入方法が必要であることが示唆された 。  

 

第 9 章  総合考察  

 本研究では、 メンタルヘルス不調による休職者における職 場復帰のセ
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ルフエフィカシーについて、構成概念を明らかにし、復職 SE 尺度を作

成した。 復職 SE 尺度は、これまで分割して捉えられていた職場復帰の

重要項目が、多面的、総合的に捉えられるようになった点において意義

がある。休職者と支援者、双方が考える重要項目が具体的に取り入れら

れたことにより、職場復帰の現場における使用での有用性も高いと言え

る。復職 SE は休職者、復職者、健常者の順に高くなることが示され、

職場復帰の準備状態や復職後の適応状態についても評価でき 汎用性が高

いと言える。  

復職 SE の影響プロセスは、休職者、復職者で異なり、各就業状態に

おける具体的支援方法が明らかとなった。休職者では、作業能力の回復、

出勤意欲の回復、思考の柔軟性の獲得が重要な課題であることが示され

た。また、休職中は上司サポートによりポジティブコーピングが高めら

れ、復職 SE の向上へとつながること、同僚や家族のサポートが精神症

状の改善に影響することが明らかとなった。 復職初期段階の者に おいて

特に重要な課題は、体力の維持、余暇の確保、出勤の継続であり、 職場

の管理職者側は出勤を継続するための十分な配慮が必要である ことが示

された。また、家族 のサポートが ポジティブコーピングを高め ることで

復職 SE を高め、 上司のサポートがネガティブコーピングを高めること

で、精神症状の悪化 に影響していることが明らかとなった 。復職後期段

階では、上司サポートは、ネガティブ・ポジティブの両コーピング を低

減させており、同僚サポートはポジティブコーピングを増加させていた。

上司は復職者への接し方に注意し、同僚等の従業員に 対する教育等 の必

要性が示された。 健常者においても、長時間労働等により睡眠が確保出

来ていない現状が示され、うつ予防などのメンタルヘルス対策の必要性

が示された。  

 介入研究により、 復職セルフエフィカシー尺度を自己評価として 用い

た介入方法が、休職者の復職セルフエフィカシーを高めることが明らか

となった。そして、職場復帰支援における具体的な介入方法が示された。

職場復帰 支援の前半では、 思考の柔軟性を獲得する事が重要である。特

に、認知の歪みの修正だけではなく、体力等の生活面についても柔軟に

捉えることが重要である。また、他者からの情動的支援によるストレス

への気づきを促進させる重要性や、支援者からの介入により 休職前の仕

事を抱え込むような行動パターンの変化 を促す必要性が示された 。職場

復帰支援の後半では、復職面談等 によって出勤や仕事に関する不安 が増
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加しやすいことが考えられた。また、 情動発散のコーピング は柔軟な考

え方を抑職するため、職場復帰に対する 不安の捉えなおしが出来るよう

な話し合いの必要性が示された。このように、 職場復帰の現場の実践に

沿った支援方法の 提案が出来たことは非常に意義があり、職場復帰の関

係者に対する有用な示唆ができた 。  

 

第 10 章  結語  

復職セルフエフィカシーの評価により 、休職者や復職者の状況を理解

しやすくし、具体的な支援へとつなげられる ことが示された。休職者の

職場復帰支援において有用性の高い 研究である と言える。  
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